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（別添）

基幹ロケット開発に係る有識者検討会

■趣旨

我が国の基幹ロケットについて、今後の開発の方向性等に関し有識者による検討を行う。

「宇宙基本計画」（令和５年６月）においては、他国に依存することなく、宇宙へのアクセスを確保し、自立的
な宇宙活動を可能にすることで、我が国の安全保障、国土強 靱化や地球規模課題への対応、イノベーション、
新たな知・産業の創造等を持続的に実現することが必要であること、また2030年代には、Ｈ３ロケットに続
く次期基幹ロケットを運用していく旨が記載されている。打上げの高頻度化と、安全保障上必要となる宇宙シ
ステムの打上げや国際市場に対応する打上げ能力の獲得を目指した高度化、さらに、基幹ロケット・射場及び
試験設備の適切な維持・管理に向けて、老朽化対策等の必要な措置の実施、高頻度打上げ対応に向けた射場
の在り方についての検討と取組を継続的・計画的に進めることが指摘されている。

■構成員 名簿 （五十音順）

五十嵐 巖 三菱重工業株式会社 防衛・宇宙セグメント 宇宙事業部 事業部長

石 田 真 康 一般社団法人 SPACETIDE 代表理事 兼 CEO

岡 田 匡 史 国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構理事 宇宙輸送技術部門長

笠 原 次 郎 東海国立大学機構名古屋大学未来材料・システム研究所 教授

中須賀 真一 東京大学大学院工学系研究科航空宇宙工学専攻 教授

丹 生 謙 一 日本文理大学工学部航空宇宙工学科 教授

矢 木 一 博 株式会社 IHI エアロスペース 取締役 兼 宇宙輸送事業推進部 部長

吉 井 信 雄 東京海上日動火災保険株式会社 航空宇宙・旅行産業部 宇宙保険専門部長

若 田 光 一 アクシオム・スペース宇宙飛行士 兼 アジア太平洋地域担当最高技術責任
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■基幹ロケット開発に係る検討会（中間まとめ） 【案】

1. 宇宙政策は世界が凌ぎを削る国家戦略であり、宇宙活動の自立性の確保は日本の宇宙政策の基本。

基幹ロケットは我が国の自立的な宇宙活動の根幹をなすものであり、激変する国際的な宇宙輸送を巡

る環境の中、継続的な高度化と打上げの高頻度化は喫緊の課題。

2. 環境変化及びニーズの多様化に対応できる、輸送能力・利便性の向上、価値の最大化をブロックアップ

グレードによる高度化で進めるとともに、年間６～８機以上、最短２週間での打上げ高頻度化を目指す。

3. H3ロケットは、自立性の確保の観点から持続性と成長性を確保しつつ、強みを生かして国際競争力を

保持しながら高度化することが重要。特に、喫緊のニーズに対応するライドシェア開発（ブロック１）、

打上げサービスを向上する高頻度化に必須のH3ロケット２機同時期整備等の環境構築（ブロック２）、

新型２段エンジンの開発等による打上げ能力向上（ブロック３）は、スピード感を持って取り組むことが

必要。

4. ブロックアップグレードによる高度化は、これまでに無い新たなチャレンジであり、2030年代に向け

て我が国の基幹ロケットの今後を左右する極めて重要な取組。

5. また、自立性と持続性を支えるため老朽化した射場設備・試験設備を刷新・拡充するなど信頼性・安全性の

向上を推進するとともに、次期基幹ロケットに向け、再使用技術など先端・基盤技術の着実な推進が必要。

6. 文部科学省及びJAXAにおいては、検討会での議論を踏まえ、その実現に向けて必要となるＪＡＸＡの

技術基盤や人的資源を強化しつつ、具体的な取組を強力に推進することを期待。



趣 旨

現状と課題等

我が国の基幹ロケットについて、今後の開発の方向性等に関し検討を行うため検討会を設置。H３ロケットに

ついて、環境変化及びニーズの多様化に対応できる、輸送能力・利便性の向上、価値の最大化をブロックアッ

プグレードによる高度化で進めるとともに、年間６～８機以上、最短２週間での打上げ高頻度化を目指す。

⚫自立性の確保は日本の宇宙政策の基本
であり、宇宙輸送システムの保有は不可欠。
2030年代前半までに官民合わせ打上げ
能力を年間30機程度確保する方針。

⚫現状の課題は、外部動向の変化に開発が
追い付かないこと、需要動向に応じたタイム
リーな市場投入ができていないこと。

⚫激変する国際的な宇宙輸送を巡る環境の
中、国際競争力（技術的観点/事業モデ
ルの観点）を再確認し、高度化と高頻度
化にスピード感を持って取り組む必要。

⚫信頼性等の強みを生かし、需要動向に柔
軟かつ迅速に対応できる打上げ能力が必
要。また、勝ち筋を見通した市場戦略が重
要。更に、挑戦的な技術開発も重要。

⚫ H2Aロケットは20年間で50機打上げ（年
間５機が実績）。事業の継続性・成長性
の確保、運用環境の整備が必要。

⚫ 2030年代の次期基幹ロケット運用に向け、
再使用技術など先端・基盤技術の推進が
必要。

⚫ リソース確保が極めて重要。JAXAの技術
基盤及び人材資源の強化は喫緊の課題。

ブロック１：打上げ対応ミッションの拡大

⚫顕在化したニーズの変化により対応が急務なライドシェアミッション対応を短期間で実現する。需要が
増大している小型衛星について、複数衛星のライドシェアによる打上げ機会を実現し、多様な衛星打上
げニーズに対応する（これにより、宇宙戦略基金等の新たな国内民間事業者の需要に対しても安定し
て打ち上げ機会を提供）。

⚫併せて、H3ロケットを運用しながら高度化を図るブロックアップグレードのスキームを確立する。

ブロック２：打上げサービスの高度化

ブロック３：打上げ能力の向上

⚫海外競合ロケットに伍する打上能力の向上（新型２段エンジンの開発等）に向けて、フロントローディン
グにより見極め、短期間での市場投入を目指す。輸送能力向上でミッションの裾野を広げ、新たなニーズ
に繋げることで、商業打上げ市場の受注機数を増大する（目標：毎年複数機受注）。

H3ロケット高度化の進め方について（これまでの検討の整理）【案】

■ブロックアップグレードの推進

打上げニーズの変化を踏まえた持続的かつ段階的な開発プロセス（ブロックアップグレード方式）により、
外部動向やニーズへタイムリーに対応するため開発を短サイクル化して、フロントローディングで見極めなが
らミッション要求とシステム定義を更新し、スピード感を持って柔軟なシステム開発を進め、段階的な市場投
入を目指す。総合システム開発により、技術継承・人材育成・産業基盤の維持も同時に図る。

3（※）ブロック４（大型輸送対応を想定）については、今後の検討課題。

⚫ 打上げ運用課題を継続的に改善し適時反映することで、国際競争力を維持しながら、魅力あるロケッ
トとして安定した打上げを実現する。オンタイム打上げ率や打上げ自由度の向上など顧客にとっての利
便性の高い打上げ運用と事業性を確保するため、運用改善と環境整備等により、年間６機から８機
以上の打上げ、最短２週間での連続打上げを実現し、高頻度打上げ運用を確立する。

⚫ 自立性と持続性を支えるため、老朽化した射場設備・試験設備の刷新・拡充を推進するなど信頼性・
安全性の向上を推進する。これらにより、総合システムとして進化させ、政府ミッションを確実に打上げつ
つ、商業ミッションの受注機会を拡大する。



ブロック１：打上げ対応ミッションの拡大

ライドシェア
（複数衛星搭載機構の一例）

基金等による各質量帯の衛星
が効率よく相乗りすることを

可能とする。

■ライドシェアミッションの実現

• 複数衛星搭載可能なライドシェア技術の開発

• 分離信号の増加・供給への対応に係る開発

• 飛行安全管制の成立性の検討 等

■アップグレードスキームの確立

• H3の運用と高度化開発の並行実施を実現するための
運用・開発制度の設計構築

• システム変更時の影響評価プロセスを検証することで、
短期間でフライトに適用するスキームを構築

① 国内外で顕在化しているニーズの変化（小型衛星のコンステレーション等）に対応するため、
ライドシェアミッションを短期間で実現するとともに、多様な衛星打上げニーズに対応する。

② 併せて、H3ロケットを運用しながら、並行して高度化を図るブロックアップグレードのス
キームを確立する。

③ 市場拡大・喫緊のニーズ動向に対し、サブシステムレベル（複数衛星搭載機構）を短期間で
開発することで、2027年以降に増大していく宇宙戦略基金等の衛星開発事業者に国内打
上げ手段を提供する。
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ブロック２：打上げサービスの高度化

現在は、H3用（VAB2）とH
２A用（VAB1）となっている
が、H3が2機同時に整備で
きるよう改修・増設する。

大型ロケット組立棟（VAB）
と移動発射台（ML）

■高頻度打上げ運用の確立

• 打上げの柔軟性確保に向けたH3ロケット２機同時期整備環境の構築（大型
ロケット組立棟（VAB）の改修と移動発射台（ML）増設による２ライン化）

① 打上げサービスの高度化に向けて、打上げ運用課題を継続的に改善し適時反映することで、
国際競争力を維持しながら、魅力あるロケットとして安定した打上げを実現する。

② オンタイム打上げ率や打上げ自由度の向上など顧客にとっての利便性の高い打上げ運用と
事業性を確保するため、 運用改善と環境整備等により、年間６機から８機以上の打上げと
ともに、最短２週間での連続打上げを実現し、柔軟性のある高頻度打上げ運用を確立する
とともに、量産課題への対応など長期運用性の獲得を目指す。

③ 顧客サービスを向上するとともに自立性と持続性を支えるため、老朽化した射場設備・試
験設備を刷新・拡充するなど信頼性・安全性の向上を推進する。

④ これにより、ロケット・地上施設設備・打上げ安全監理を総合システムとして進化させ、政府
ミッションを確実に打上げつつ、商業ミッションの受注機会を拡大する。

VAB2VAB１

• 高頻度打上げに向けた技術的運用方法の導入
（技術的に定期的な打上げ機会を準備する工夫
や天候制約緩和の検討、保全作業の効率化、デ
ジタル化適用などにより、年間一定機数以上の
オンタイム打上げの実現を目指す）

• 量産課題への対応など長期運用性の獲得

■信頼性・安全性の向上

• 老朽化した射場設備・試験設備の刷新・拡充 等 5



ブロック３：打上げ能力の向上

① 国際競争力・市場競争力の強化に必要な打上げ能力向上を実現するため、2段機体を増強
するとともに信頼性・品質の強化を図る。

② 海外競合ロケットに伍する打上能力の向上（新型２段エンジンの開発等）に向けて、システム
開発では十分なフロントローディングにより見極め、短期間での市場投入を目指す。

③ 市場競争力を有する能力の獲得により、輸送能力向上でミッションの裾野を広げ、新たな
ニーズに繋げることで、商業打上げ市場の受注機数を増大する（目標：毎年複数機受注）

■打上能力の向上（２段機体の能力向上）

• 新型2段エンジンの開発

• 推力増強/推進薬搭載量増強に伴う2段機体の開発

■信頼性・品質の強化

• システムインテグレーション技術の向上（顧客ニーズ
対応強化に向けた総合システムとしての設計・検証）

• アビオニクスシステムの高度化やデータ計測の充実
化等の検討（上段システムの高度化等）
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■基幹ロケットの基本的な考え方について（ご意見等の整理）

① 人工衛星等を他国に依存することなく打上げる能力を保持すること（自立性の確保）は、日本の宇宙政
策の基本であり、日本が宇宙輸送システムを保有することは、自立性の確保の観点から不可欠である（※

１）。国際的に宇宙輸送を巡る環境が激変し、官民の役割も変わりつつある中においても、この基本的な
考え方が変わるものではない。

② 基幹ロケットは、安全保障を中心とする政府ミッションを達成するため、国内に保持し輸送システムの自
立性を確保する上で不可欠な輸送システムであり、将来にわたって、宇宙へのアクセスを確保し、拡大す
る宇宙利用に対応していくためには、宇宙輸送システムを担う事業者が、事業の継続性と成長性を確保
できることが必須である。そのためには、政府衛星の打上げに加え、国内外の政府・商業需要を取り込み、
打上げ数を拡大することが求められる（※２） 。

③ 引き続き、日本として強い宇宙輸送システムを保持することは、自立性の観点からも産業競争力の観点
からも極めて重要であり、打上げに様々な制約等がある中でも、事業の成立性を維持すること、政策と
しての基幹ロケットの意義・必要性を継続して説明していくことが重要である。

④ また、必要となる人材の育成には時間がかかるものであり、技術や知見の継承を含め、予見性を持って
事業の継続性と成長性を確保できる環境を構築していくことや、観測ロケット等で実際に経験する機会
を作っていくことなどが重要である。

⑤ ロケット打上げは未だリスクの高い事業であり、官民ともにチャレンジしているものであるが、政府とし
ては2030年代前半までに我が国としての打上げ能力を年間30機程度確保するとしており（※３）、基幹
ロケットの継続的な高度化や打上げの高頻度化、更には次期基幹ロケットも見据えた検討等を着実に進
めていくことが必要である。

（※１） 「新型基幹ロケット開発の進め方」（平成26年4月、宇宙政策委員会）
（※２）「宇宙基本計画」（令和5年6月）
（※３）「宇宙戦略基金基本方針」（令和６年４月）、「宇宙基本計画工程表改訂に向けた重点事項」（令和７年５月 宇宙開発戦略本部決定）



検討会（第１回）資
料より
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【参考】基幹ロケット（H3ロケット）事業
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検討会（第2回）
資料より



【参考】技術基盤・人材基盤
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検討会（第2回）
資料より
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■H3ロケットの国際競争力の考え方について（ご意見等の整理）

① 激変する国際的な宇宙輸送を巡る環境に対応できるようにするためには、我が国として打上げ成功の
実績を着実に積み重ねることが不可欠であり、さらに、スピード感を持って、宇宙輸送システムの国際競
争力を向上し続けねばならない。

② 内外の動向等を十分に考慮しつつ、利用ニーズを踏まえた高い信頼性及び競争力のある打ち上げ価格
を実現し、柔軟な顧客対応等を可能とするような国際競争力のあるシステムとするとともに、打ち上げ
スケジュールの柔軟性及び確実性の向上にも取り組む必要がある（宇宙基本計画）。

③ 国際競争力として、打上げ能力やコスト、打上げ頻度も重要な観点となるが、一方で、海外競合ロケット
との比較においては、技術的な観点のみならず、H3ロケットが基幹ロケットであることから事業モデル
の相違等についても考慮して行うことが適切。

④ 技術的な観点からは、信頼性や独自性などの強みを作り、運用面を含め、出来ることの幅を広げるなど
需要動向に柔軟かつ迅速に対応できる打上げ能力の獲得に向け、ロケットの高度化・高頻度化を進める
ことが重要である。

⑤ 事業モデルの観点からは、基幹ロケットの年間打上げ機数の当面の目標を踏まえつつ、海外を含めた民
需獲得に向け、強みや独自性を生かして勝ち筋を見通し、世界で存在感を持って狙っていく市場等を戦
略的に検討して行くことが必要である。

⑥ また、打上げはリスクの高い事業であり、世界の商業市場においては保険は重要な要素となるため、飛
行実証を進める際にはアンカーテナントも重要になる。



【参考】国際競争力（1/2)
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検討会（第1回）
資料より



【参考】国際競争力（2/2)
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検討会（第１回）
資料より



■H3ロケットの高度化について（ご意見等の整理）

① 宇宙活動が活発化し、競争環境が厳しくなる中、我が国の宇宙活動の自立性を将来にわたって維持・強化して
いくため、宇宙輸送システムの高度化等によって、我が国の宇宙活動を支える総合的基盤を強化することが必
要。政府衛星を打ち上げる場合には、基幹ロケットを優先的に使用するとともに、打上げの高頻度化と、安全保
障上必要となる宇宙システムの打上げや国際市場に対応する打上げ能力の獲得を目指した高度化（輸送能力
の強化・衛星搭載方式の多様化・打上げ価格の低減等）にスピード感を持って取り組むことが必要（宇宙基本計画）。

② 高度化においては、勝機を得る方策を考え、事業展開を踏まえた充実した開発が必要であり、顧客のニーズを
プロジェクトに盛込みつつ、事業として成立するよう維持・成長していくことが重要。

③ 一方、世界でも初号機から打上げに成功した新規ロケットベンチャーはなく、ロケット開発は非常に難しい。そ
うした中、ロケット開発では、実験やチャレンジを何度も繰り返すことで開発スピードを速めコストも低減させ
るといったスピード感を持って挑戦的な技術開発を進める開発手法が進んできている。

④ そのため、ブロックアップグレードにおいては、ニーズや課題に対し、短いサイクルで小回りを利かせながら
様々な機能・能力を獲得していく方法が有効であり、技術に磨きをかけて、オリジナリティや強みを強化してい
くことが重要。また、当初想定していなかったところに、大きな成果が出ることもある。

⑤ 世界的な競争環境の中で、開発のスピードアップは必須であり、技術実証とフィードバックを繰り返しできる環
境を作っていくこと、ある程度の実験的要素をプログラムの中に考慮して複数の対策等を持ちながらリスク対
応を図ることが重要となる。

⑥ また、高度化で技術を獲得して運用段階に持って行く際にはシステムレベルでの実証が大変重要であり、H3
の運用機会を活用して、高度化の技術・機能の事前実証・改善を図っていくことも重要。

⑦ さらに、高度化のプロセスの中で実験に失敗が起きたとしても、コンティンジェンシープランを持ち、ミッション
アシュアランスの観点からリスク評価を行う独立した組織を持つ等の体制づくりが必要。開発においては失敗
のリカバーが重要であり、実験情報をしっかり取り、スピード感を持って次に生かしていける仕組みが大切。一
方で、過剰な冗長化等によりコンセプトがずれる危険性を伴うことも考えながら対応することが必要。

⑭ 計算機能力の向上に合わせ解析技術が進歩し、より詳細・厳密な評価が可能となったことから、従前より打上
げに向けた検討事項が増えており、高頻度化を進めるためにも、ミッション解析の短縮なども重要な技術課題。14
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【参考】 H3ロケットについて

⚫ 我が国の宇宙活動の自立性確保、国際競争力強化に向け開発中の次期基幹ロケット。

⚫ 打上げニーズへの柔軟な対応や大幅な低コスト化を目指す。

■ 主な開発事項

大型衛星フェアリング

改良型2段エンジン
（LE-5B-3）

簡素な
結合分離機構

新型1段エンジン
（LE-9）

改良型
固体ロケットブースタ

（SRB-3）

30-S 22-S 24-L

• 2014年 4月 H3ロケットの開発に着手
• 2017年12月 JAXAにおいて、総合システム詳細設計審査を実施し
      製作・試験フェーズへの移行が可能と判断。
• 2020年 9月 最大の開発項目であるLE-9エンジンにおいて、
  課題が生じたため、試験機1号機の打上げを延期。
• 2022年 １月 上記について、一部対策を確立したが、一部新たな対応

が必要であることが確認され、再度延期。
• 2023年 3月 対応策を順次具体化し、試験機１号機の打上げを実施。

第２段エンジンが着火しなかったことにより、打上げ失敗。
                           文部科学省有識者会合（調査・安全小委員会）を立ち上げ、

原因究明作業に着手。
• 2023年10月 打上げ失敗の原因究明結果について、直接要因として故障

シナリオを３つ抽出。これら全てに再発防止策を策定すると
ともに、背後要因と信頼性向上に資する改善策を抽出し、
全９回の有識者会合を経て、報告書を取りまとめ。

• 2024年2月 再発防止策等を講じ、試験機2号機の打上げに成功。
• その後、３号機、４号機、５号機で打上げ成功し、現在４機連続成功中。

■ これまでの開発状況

■ 目指す姿

✓ コスト削減
 ロケットと射場の一体的・効率的な開発により、運用コストを削減
✓ 衛星打上げニーズへの柔軟な対応
 複数の機体のラインアップを活用し、中型から大型まで種々のサ

イズの衛星を効率的に打上げ可能
✓ 信頼性の向上
 高信頼性・低コストの新型１段エンジン（LE-9）の開発

検討会（第1回）
資料より



【参考】液体燃料ロケットの開発経緯
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検討会（第１回）
資料より



【参考】H3ロケット高度化（現状課題認識）
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検討会（第1回）
資料より



【参考】H3ロケットの高度化（目的）
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検討会（第2回）
資料より



【参考】H3ロケットの高度化（目標）
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検討会（第2回）
資料より



【参考】ブロックアップグレード（開発手法）
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検討会（第2回）
資料より



【参考】ブロックアップグレード（開発計画）
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検討会（第2回）
資料より



【参考】ブロックアップグレード（目標）
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検討会（第2回）
資料より



■H3ロケットの打上げ高頻度化について（ご意見等の整理）

① 世界的な宇宙空間の利用の高まりを背景にして、ロケットの打上げ需要が拡大している。基幹ロケットに
ついては、打上げの高頻度化と高度化にスピード感を持って取り組むことが必要。また、基幹ロケット・
射場及び試験設備の適切な維持・管理に向けて、老朽化対策等の必要な措置を実施するとともに、高頻
度打上げ対応に向けた射場の在り方についての検討と取組を継続的・計画的に進めることが必要（宇宙基

本計画）。

② 高頻度化においては、ユーザーの利便性や価値を高めていくことなど、サービスの高度化と信頼性・安
全性の向上が重要。衛星コンステレーションのニーズが増加するなど、ロケットの打上げ機数が１機でも
２機でも増えればその効果は大きい。他方、Ｈ３ロケットを取巻く様々な条件を踏まえると限界もある。

③ そのため、高頻度化も踏まえた余裕を持った運用ができる環境を整備していくことも大切。ＨⅡ-Ａでは、 
VAB（大型ロケット組立棟）とML（移動発射台）が２ラインあり、年間４機程度、２５年間で５０機が実績。
Ｈ３では、現状１ラインで年間６機が目標となっており、オンタイム打上げの実現には厳しい環境。

④ そうした中、現在の需要予測に間に合わせるためには、できるだけ早期にＶＡＢ／ＭＬを追加整備（VAB
の改修とMLの増設）して２機同時にロケットを整備できるようにすることや、運用面含め様々な工夫に
より、連続打上げ含め、安定的に打上げ機数の増加を図っていくことが必要。

⑤ スピード感を持って進めて行くためには、早めに目標を決め、予見性を持って、サプライチェーンの維持
向上、生産基盤の整備等を進めることが必要。また、プライムコントラクタ―や保険業界のアンダーライ
ター等のステークホルダーとの連携についても、より高度化していくことが必要。

⑥ また、燃焼試験も増えるため、射場設備・燃焼設備等も拡充が重要。射場設備以外にもシングルポイント
やボトルネックがないか、衛星側も含めよく分析しながら対応していくことが必要。

⑦ そのため、中長期的観点で、高頻度化の将来の理想的な姿と、必要となる金額等を明確にして総合的に
検討していくことが必要（予算面では物価上昇が課題の一つ）。
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【参考】高頻度化
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検討会（第1回）
資料より



【参考】種子島宇宙センター（射点）
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検討会（第1回）
資料より



■フロントローディングと基盤技術開発について（ご意見等の整理）

① プロジェクトリスク軽減のため、プロジェクトに着手する前に技術成熟度を引き上げる技術開発（フロン
トローディング）を強化することで、開発段階で大きな技術的課題に直面するリスクを軽減することが重
要（宇宙基本計画）。また、いわゆる“キー技術“やアビオニクスなど、我が国の宇宙活動の信頼性と自立性の確
保に欠かせない技術については、JAXA が中心となって技術基盤を保持し活用することが有効である。

② ブロックアップグレードにおいては、フロントローディングによってどこまで技術成熟度を上げて行ける
かが鍵であり、フロントローディングを進めながら技術を着実に立ち上げていく考え方が重要。

③ 一方、スピード感を持った開発において、フロントローディングで検討を詰め過ぎてしまい、本格開発時
に負荷がかかり過ぎることは避けるべきであり、限界点を見極めながら、重点化を含め効果的に、課題
毎に短いサイクルでフロントローディングを進めることが重要。

④ また、スピード感を持った開発アプローチとして「フロントローディングの充実化」と「効率化した１サイク
ルでの確実な開発」を行うこと相反する面があるため、時間・マンパワー・コスト等含めバランスの良い
開発を進めことが必要。

⑤ こうした取組を進めるためには、将来に見据えて先端・基盤技術を着実に高めて行くためことが重要で
あり、JAXAの研究力・技術力の強化が不可欠。また、失敗を恐れず、タイムリーに先端・基盤技術の実証
を行うことが必要であり、H3ロケットの飛行機会を活用した各種実験も重要。

⑥ 加えて、競争力の観点からも事業の安定性は重要な点であり、その基盤となるインフラ維持は長期的視
点で極めて重要な課題。多くのリソースを投入できる方策を準備していくことが必要。

⑦ なお、民間との共創について、JAXAが行っているJ-SPARC、CRDS２、宇宙戦略基金などの経験を踏
まえ、H3ロケットの高度化をはじめ輸送プログラムにも生かしていくことが大切。また、JAXA角田宇宙
センター「官民共創推進系開発センター」の早期完成及び利用促進が期待される。
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【参考】フロントローディング 検討会（第2回）
資料より
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【参考】将来を見据えた基盤技術研究 検討会（第3回）
資料より
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■今後の課題等について（1/３）

（１）JAXAの基盤強化について

① JAXAの役割が近年大幅に拡大し、産学官の結節点として日本の宇宙産業の進展に向けて期待され
る役割も多様化・増加（アルテミス計画や宇宙戦略基金に加え、近年、安全保障や防災分野等での役割も増大） 。事業規模
が増大する一方、JAXAの基盤を支える当初予算は減少しており、物価・人件費上昇なども含め基盤
的経費は危機的状況。

② 基幹ロケットの開発・高度化には、設備設備等の基盤強化に加え、人も資金もパワーも必要であり、
JAXAの技術基盤及び人的資源を強化し、リソースを確実に確保していくことが不可欠。

（２）固体燃料ロケットについて

① 今回のH3ロケット（液体燃料ロケット）の高度化等の検討と併せて、もう一つの基幹ロケットである
イプシロンSロケット（固体燃料ロケット）の長期的な戦略についても、適切な時期に検討が必要。

   （※）イプシロンSロケットについては、地上燃焼試験の燃焼異常を踏まえ、現在、原因調査及び対策の検討を進めている状況。

（３）ロケットの大型輸送能力について

① 日本においても民間ロケット開発が進み、将来、大型輸送に対応できる民間ロケットが運用される可
能性もある。 （※）SBIRフェーズ３基金事業においては2027年度の飛行実証が目標となっている。

② H3ロケットの高度化（特にブロック４）や次期基幹ロケットの方向性については、こうした動向等も
参照しつつ、その役割や能力等を検討していくことが必要である。

③ 現時点においては、民間ロケットによる大型輸送は確実では無いため、官需への迅速・確実な打上げ
確保の観点から、当面（2030年度前半頃まで）官需に対する基幹ロケットの大型輸送能力の確保は
必要ではないか。
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■今後の課題等について（２/３）

（４）ロケットの再使用技術について

① 宇宙基本計画においては、「次期基幹ロケットでは、機体の一部を再使用化した上で、打上げ頻度
や輸送能力を向上させるとともに、打上げ価格を低減する。さらに、将来的には、産学官が連携す
る中で、完全再使用化や有人輸送にも対応できる拡張性を持つことが期待される。」とされている。

② 再使用技術については、 JAXAが２００３年に再使用ロケット実験機（RVT-9)の実験を行ってい
るなど歴史的には世界を牽引してきたところがあるが、現状では、海外で再使用化が実現している
中、開発のスピード感が足りない。技術実証については、RV-XやCALLISTOに続く実験機や基幹
ロケットの飛行機会を活用した実証実験など、産官学の取組みや動向を踏まえ、今後の推進方策に
ついて検討していくことが必要。

（５）有人宇宙輸送技術について

① 宇宙基本計画においては、（将来像として）次期基幹ロケットに関し、有人輸送にも対応できる拡張
性を持つことの期待が示されており、必要となる要素技術の開発を進めること、システムの在り方
について検討すること、とされている。

② （これを前提に）将来の有人輸送への技術的な拡張も視野にしつつ、ロケットの信頼性の向上に向
けた取組を進め、要素技術を磨き、技術レベルを引き上げ、段階的な技術獲得を進めていくことが
必要。

③ 特に、将来の有人宇宙輸送システムの実現に向けては、地球低軌道拠点や今後の月面での活動と
の連携等も考えられる。他方、技術実証等をどのような形態で実施するかは今後の課題。

④ 海外や民間企業の動向等も踏まえつつ、宇宙戦略基金での取組等も通じ、技術を着実に磨いてい
くこと、一定のレベルに技術を引き上げていくことが重要。
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■今後の課題等について（３/３）

（６）次期基幹ロケットについて

① 次期基幹ロケットの開発に向けては、H3ロケットの開発を念頭に示された「新型基幹ロケット開発
の進め方」（平成26年3月、宇宙政策委員会）の基本的考え方は大きく変わるものではないが、内
外の動向等を踏まえ、検討の進め方などを整理して行くことが必要。

② 次期基幹ロケットのシステムは、ニーズや研究開発などの動向を見定めながら検討することが必要
であり、ミッション主導を基本に、要素研究を進めながらシステムレベルの検討と密に連携させな
がら、システム概念を作っていくことを必要。

③ こうした取組の中で、ロケットの再使用化技術や有人宇宙輸送技術などを取り入れるのか否か検
討していくこと適当であり、フロントローディングが重要な取組となる。

④ また、将来、ロケットの大型化や再使用化等を進める場合、射場の在り方などについても、併せて検
討していくことが必要ではないか。

■JAXA第五期中長期目標（抜粋）

✓ 次期基幹ロケットについては、基幹ロケットの高度化の成果等も踏まえつつ、ミッションの明確化を含め必要な検討を進め、研究開発
体制を構築し、開発に着手する。なお、基幹ロケ基幹ロケットの高度化ひいては次期基幹ロケット開発を実施するに当たっては、Ⅲ．１．
６項及びⅢ．２項の目標に掲げる取組の成果を活用し、常に変化する需要動向・競合分析を踏まえた開発目標を設定する。また、開発
リスクを十分に評価し、適切な開発計画を設定することで、我が国の基幹ロケット開発に対する信頼性を高めることに留意する。



【参考】 2040年代を見据えて
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検討会（第3回）
資料より



【参考】
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検討会（第3回）
資料より



【参考】有人宇宙輸送技術
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検討会（第3回）
資料より



【参考】宇宙輸送の将来像
宇宙技術戦略

(令和６年3月28日宇宙政策委員会)
より抜粋
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